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中央執行委員長　岡部　謙治
自動車関係諸税の暫定税率期限切れにともなう減収補填策等についての要請

地方自治の充実・発展にご尽力されている貴職に対しまして、心より敬意を表します。

さて、3月31日の総務大臣談話において、自動車関係諸税の暫定税率期限切れを踏まえた減収策について、国の責任において適切な財源措置を講じることを表明されました。

減収補填策に対する具体的措置は今後の検討課題とされていますが、自治体財政運営に支障がないよう次のことを申し入れしますのでご検討のうえ、ご対応をお願いいたします。

記

1、国の財政保障・財政調整の責任を果たし、自治体財政運営に支障がないよう、自動車関係諸税の暫定税率切れに伴う減収分の実額に対して、地方交付税等による減収補填策を早急に講じること。

2、政府全体として、地方分権を推進する観点から道路特定財源について一般財源化を進めるとともに、地方財源の充実強化をはかること。また、現状の道路整備計画の点検・見直しをはかること。

以上

